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動学消費需要関数の計測

朱 保 華

1 はじめに

消費行動の分析は計量分析の重要テーマの一つである。消費行動の分析では品目別の消費関数の計

測は無視できないほど重要である。その理由は以下である。経済分析では，かなり安定的なマクロ消

費関数に対し，消費構造の変化を表している品目別の消費関数は消費構造の計測にとって重要である。

すなわち，マクロ消費関数を品目別の消費関数の集計と考えると，消費構造を数量的に把握するため

に品目別の消費関数が重要のカギとなる。それで品目別の消費関数の計量分析において消費構造をい

かに捉えるかということは計量分析の重要課題となる。これまで，消費構造の不変という仮定のもと

で比較動学的な品目別の消費関数の分析が多く行われている。

消費構造が時間を通じて変化すると仮定する場合，動学的需要関数の特定化が利用されることがし

ばしばある。基本的には消費行動の分析では異時点の消費選択をいかに処理するかということは問題

とされている。異時点の消費選択を消費行動の動学分析で取扱うことに関しては，異時点の加法的効

用関数アプローチが提案された。しかし異時点の加法的効用関数のもとで，習慣形成仮説が排除され

てしまうという欠点がある。また加法的効用関数では危険回避度と異時点間の代替弾力性を区別する

ことはできないという難問が生じるということも指摘された。上記の危険回避度と代替弾力制の識別

問題の解決策として非期待効用関数アプローチが Epsteinand Zin [1989] によって提案されている。

また消費構造の変化を統計的に検証する方法としては，誤差修正モデル (error-correctionmodel)に

よる時系列分析法も提案されている。ただし，計量分析手法では動学的モデルの特定化と推定を通じ

て消費構造の変化を捉えようとする手法はよく使われる。ここでは， Weissenberger[1986]に提案さ

れたモデルを基礎にして消費関数の動学化モデルを構築し，日本の消費構造を検証してみる。

2 基本モデル

消費者は現在の所与価格，将来の期待価格および生涯の期待所得のもとで自分の望ましい消費行動

を行うと仮定される。消費者の望ましい消費行動はその消費支出ベクトル e*(t)に反映される。現実の

消費支出は必ずしも望ましい消費支出と一致するとは限らないので，その間になんらかの調整メカニ
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ズムが想定されなければならない。現実的には，多くの調整メカニズムが考えられるが，ここでは簡

単化のために二次形式の調整費用モデルを想定しよう。それで，現実の消費支出 e(t)と望ましい消費

支出 e*(t)どの間に以下の調整メカニズムが仮定される。

L(t)=lim Et{ fが[(e(t+ r)-e*(t + r))D(e(t + r)-e*(t + r)) 
T→ oo r=O 

+ (e(t + r) -e(t + r -4)) F (e(t + r) -e(t + r -4))]} (1) 

ただし，入は割引要因であり， D とF は調整費用にかかわる nXnの正値行列であり，瓦は条件付き

期待値の演算子である。上記の二次形式の調整関数では，第一項は実際の消費支出と最適消費支出の

差による調整費用であるが，第二項は同時期における消費支出の変化に伴う調整費用である。ここで

は，四半期ごとの消費者行動を分析対象にするので，四半期ごとの消費支出をモデルの特定化に用い

ることに注意しておこう。

実際の消費支出に関しては，消費者が上記の調整費用関数(1)を最小化するように行動すれば，消

費支出については，以下の条件を満たすことが必要となる。

ーがFe(t+r+4)+[D + F(l十が）]e(t+ r)-Fe(t+ r-4)=De*(t+ r) r=l,2, … (2) 

上式の左辺の行列多項式に関しては，新たな行列 A と Vを用いて次式のように分解することができ

る。

ーがFL-4+D + F(l +114)-FL4=A(I-112 VL-4)(1ー戸Vじ） (3) 

ただし， LはLx戸 Xt-1のような演算子である。式(3)の両辺の対応関係から以下のような関係式を

得ることができる。

AV=だF A+A V2=D+(l十が）F

将来の消費支出 e*(t+r)=Oの場合，式(2)から次式を得ることができる。

-11―2FV丘[D+F(l十が）]V-だF=O

ただし，行列 Vの固有根が以下の条件を満たすものである。

l(µ+-½)1—位F→[D+F(l+が)]l=o 
行列多項式の因子分解式(3)を用いて式(2)から次式を導出することができる。

(/-戸VL4)e(t+r)=戸(/-炉VL-4いvF-1De*(t+r) 

I 112 VL -4 I < 1という仮定があれば，以下のような関係式が得られる。

1 
Iー炉vL-4 i=O 

=~(tt V)iL-4i 

上式を利用すると，式(7)を以下のように展開することができる。

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

e(t+ r)=入―2Ve(t+ r-4)+だ V~(tt2V)iF-1De*(t十て十4i) (8) 
i=O 

式(4)から， Fー1D=112(v+ v-1)-(1十が）Iを得ることができる。 r=Oとすれば，上式から次式を得

ることができる。
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00 

e(t)=入―2Ve(t-4)+戸 v~(112v)i(112(v+ v-1)-(1十が）I)e*(t+4i) 
i=O 

=,-l―2 Ve(t -4) +~(月 V)i―(I 一月 V)(l+,-l―2 V)e*(t +4i) 
i=O 

上式より，当期の消費支出は過去の消費支出と予想された将来の消費支出との関数となることがわか

また，労働所得と消費財の価格は消費支出を通じ，各消費財の支出に影響を与えるのである。

れと同時に，将来の消費支出が上式を通じて当期の消費支出に影響を及ぼしている。それで，各消費

(9) 

る。 そ

財の支出関数を求めるために，将来の消費支出を予め定めなければならない。

将来の消費支出の特定化にあたっては， Deatonand Muellbauer [1980]に提案された AlmostIdeal 

Demand System(AIDS)の枠組みを採用することにしよう。 AIDSの基本枠組みが以下のように与え

られる。まず， n種類の消費財のもとで一定の効用水準 Uを達成するための最小支出関数を次式のよ

うに定義する。

n 1 n n n 

loge(p, U)=ao+ 図叫ogか＋ー~~沿logかlogpj十u/3oIT(pJP1 
i=l 2 i=U=l i=l 

(10) 

ここでは，かは各消費財の価格である。消費の支出関数の性質から，上記の支出関数が以下の制約条

件を満たすものである。

n 

~a;=l 
i=l 

かt=O
i=l 

立名=Oj=l 

n 

~/3i=O 
i=l 

AIDS体系では，各消費財の総消費支出に閉める割合を支出関数の価格に対する微分を通じて求める

ことができる。簡単化のために， Yiiは以下のように定義されておこう。

知＝耀＝万(rt+rj~)

以上の定義を用いて各消費財の総消費支出 Cに占める割合加を以下のように計算される。

ologe(p, U) n C 
Wi= 

ologか
=ai十 ~yijlogか＋ふlog-

j=l p 
(11) 

ただし， IogPは以下のように定義されている。

n 1 n n 

IogP=ao+~logか＋ー~~姐 ogかIogpj
2 i=U=l 

本論文においては，各消費財の需要関数を動学分析の枠組みで考えるので，消費者の生涯消費行動

を考慮しなければならない。それで，異なる時点においては，等量の同じ財は真に同一ではなく，異

なる財であると取扱わなければならない。いま，生涯にわたる消費行動では，財の番付が以下のよう

に処理される。各期においては， n個消費財の約束された並べ方は変化しない。生涯にわたる消費行動

の期間 Tにおいては，消費財の総数 mは(T+I)xnである。将来の消費財価格は PEと表される。

ただし，添字 Eは変数の期待値を表す。それで，生涯消費においては，最大生涯効用 Uを達成するよ

うな最小支出費用関数C(U,pりは以下のように定式化される。

m l m m m 

logC(U, 炉）＝函十 2 ふlogJ5『+-~~ 五log房＋扉oIT(尻）ふ
i=l 2 i=U=l i=l 

(12) 

消費者行動の理論により，動学的な AIDSの分析枠組においても下記の制約条件が満たされる。
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ミ汎=0
i=l 

各消費財に対する消費支出の総消費支出 Cに占める割合孤りは最小支出関数の価格の微分関数で

あるので，最小支出関数(12)により次式を得ることができる。

Wi 
＊ ologC(U, 炉）

olog尻 亨
m m 

ふ+~ 汎log尻＋虚晶II(fi州
J=l i=l 

(13) 

生涯にわたる消費行動を考える際， 合理的消費者の生涯の消費支出 Cはその生涯所得 WEに等し

いので，式(12)と式(13)により，ある財が生涯の消費支出に占める割合は以下のように求められる。

ologC(u(jiE, wり，炉）
ologpf 

ただし， log戸は以下のように定義されるものである。

m 

ふ+~ 汎logp『＋瓦log
WE 

j=l (pE) (14) 

m 1 m m 
IogPE= 函+~ ふlog尻＋ー~~ 汎log釘flog刃

i=l 2 i=li=l 

このように特定化されたモデル(14)においては，すべてのパラメーター知か，知を統計的手法に

より推定することがかなり困難であるので，モデル(14)を簡単化する必要性がある。ここでは，最小

支出関数に制約条件を加えることにより，推定するパラメーターを減らすことを考えてみる。通常，

動学モデルにおける各消費財間の代替性に関する制約条件はモデル特定化の方法によって影響される。

調整費用による動学消費モデルにおいては，過去と現在の各消費財間の代替可能性が事後的に生じな

いという意思決定の非対称性が重要である。以上のことを配慮して動学モデルを以下のように簡単化

することができる。

まず，異時点間の消費財の代替可能性がないと想定する。すなわち，

行列rは以下のような T+I個 nXnの部分行列たから構成される対角行列となる。

r。...
0 I'1 

r=I汎lt=1=

汎 =0と仮定する。 mXmの

ご
E (15) 

゜
~rT 

ーT
O
 

~r 
．
 

．
 

．
 

0

0

 

消費者の選好が生涯にわたって変化しなければ，かつ正の時間選好率入―1_1のもとで，以下のこと

を仮定することができる。

た=112てr。 r。=I'=lrijl7,j=l r=0,1,2, …，T 

同様に，動学モデルのパラメーターふとふについては，以下の仮定を行うことにしよう。

ふ=f3rn+k=Ar/3k ふ=ii,n+k=がak

(16) 

(17) 

k=l,2,・・・,n r=0,1,2, …，T 

以上の仮定のもとで，式(14)から t+r期の消費財 Kの最適支出割合は次式のように与えられる。

i=l,2,・・・,m 

躙 (t+r)=応いだftkzlOg刃(t+r)+闊 log
w刊t)

l=l (戸(t))
(18) 

w刊t)と戸(t)はt期に予測される生涯所得と価格である。各期の消費支出を同一基準で

評価すると， wt(t+r)は生涯消費期間における割引価格で評価されるものと理解される。無限期間の

ここでは，
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消費行動を考える場合，初期の消費行動はこれからの消費行動にあまり影響を及ぼさないと考えられ

る。それで，消費者が各期に同じ最適化問題を解くと想定することができるようになる。無限期間に

わたる最適消費計画は初期の消費計画の決定から影響をうけないとすれば，無限期間の最適化問題は

毎期ごとの最適化問題となるわけである。 ここでは，消費財価格の割引因子は実質利子率 rを通じ

て， (1+r)一1と定義されると，次式を得ることができる。

wt(t+ r)=がa叶庁含アkzlog(11~!り）＋がふlog(芦:(り） (19) 

主観的時間選好率入―1_1は実質利子率 rと等しくなる場合， '1=(1+ r)-1となる。生涯所得 WEと各

消費財の支出割合 wtを用いて，各消費財の名目支出関数は以下のように得られる。

et(t+r)={凶＋が含乃zlog( そI~!)1て））＋ふlog( り勾:}) } WE(t) (20) 

消費財価格に関する静学的期待（成(t+r)=加(t))のもとで，将来価格に依存する pE(t)は現在価格の

関数となり， P刊t)=P(t)となる。 この際，各消費財の最適消費計画は以下のように表現される。

et(t+ r)={凶＋が自アkzlog((喜~~)')+ふlog( り:g))}w列t) (21) 

いま，無限将来 (r→oo)の各消費財の最適支出関数(21)を考えることにしよう。価格の静学的期待

と定数の割引因子のもとで，次式が得られる。

lim心叫og(
か(t)

て→oo l=l (1 + r)')=0 

それで， logPEの定義により，価格指数 logP(t)は以下のように表される。

logP(t)=ao+~ がこ叫log加(t)-rlog(l + r)} 
r=l k=l 

＋は。入虚翫{log加(t)-rlog(l+ r)}{logか(t)-rlog(l + r)} 

価格指数を計算するために，以下の関係式を導出しておくことが必要である。

oo n n 

2が 2叫ogか=(1- 入）ー1~ 叫 og加
,=0 k=l k=l 

oo n n n n 

2庁~~ アkzlog加logか=(1- 入2)-1~ ~ アkz}Og加logPz
て=O k=ll=l k=ll=l 

支出関数に関する制約条件と log(l+r)~(l-11) を用いれば，下記の関係式が得られる。

oo n 
2が心証log(l+ r) = 11(1-11)-2log(l + r)戸 (l-11)一1
て=0 k=l 

oo n n 

~,1巧2 区アkzlOg加log(l+ r)=O 
r=l k=ll=l 

oo n n 

(log(l + r))2~ 庁ぞ~~アkl=O
r=O k=ll=l 

以上の関係式を利用して式(23)から次式を導出することができる。

logP(t)=ao-11(1-11)一1+(1-11)-1孟叫og加(t)+忙—訂苔虞叫og加(t)logか(t)

(22) 

(23) 

(24) 

以上の計算結果から価格指数 P(t)の極限が存在することがわかる。それで，各消費財の最適支出関
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数(21)の極限を次式のように表現することができる。

limぷ(t+r)=に＋ふlog(
叩 (t)

て→oo P(t)) }炉(t) (25) 

上式から将来の消費支出の決定においては，相対価格効果が消えることがわかる。この際，支出関

数の制約条件が以下のようになる。

n n n n 

2 年=1-入 2 ふ=O~rzk=~ 匹 =O
k=l k=l l=l k=l 

各消費財の最適支出(21)を式(9)に代入すると，以下のような簡単化された動学モデルを得ること

ができる。

叙 (t)=戸 Ve(t-4)+入―2v言（入2V)iF-1n{a十炉I'log((11tい）+ /3log( り〗)))}w刊t) (26) 

ただし，表記記号が以下のように定義される。

a=(z) P=(::) 

＼

ー

）
ヽ`＇／t
 

ヽ`
＇’,ヽ
し
9
/

t

t

 

(
（
‘
/
＼
 

Plpz
…

Pn 

g

g

g

 

l
o
l
o
l
o
 

（

ー

＼――
 ヽ`

’ノt
 

（
 

p
 

g
 ゚

ー I'= I Ykt I tz=l 

3 実証分析

以上導出された非線形モデル(26)を実証分析に適用する際，動学モデルを一層簡単化することが望

ましい。ここでは，調整費用行列の非対角線要素が無視できるという各消費財間の調整過程が独立で

あるという仮定を設けたいのである。この仮定を以下のように統計的に実証することが可能である。

まず，導出された理論モデル(26)を以下のように消費財別に表現することにしよう。

叩）＝心―2言い(t-4)+{幻＋訊logか(t)+加log(り闘）} W(t) (27) 

ただし，パラメーター ak,bk, 加は理論モデルの構造パラメーターと割引要因の複雑な関数であるこ

とに注意しなければならない。上式を生涯所得と消費財価格の平均値 Wとlogかのところで線形近

似を行うと次式を得ることができる。

n n 

ei t) = constant 十入―2~Vkj釦(t-4)+ 西W(t)+~ 万kilOgか(t) (28) 
l=l l=l 

ただし，石K と石Kは以下のように定義されるものである。

西 =a叶 bk(I+log位）訊logかp j=l 

ぬ＝｛如一bkい+tl叫 ogph)}町り

上式から西と尻は標本平均値の如何によって変化するものであることがわかる。推定において

上記のモデルに定数項と攪乱項を加えて以下のように特定化されるものを利用することにしよう。

n n 

叙(t)= 恥十入―2~VkzezCt-4)+ Zik W(t)+~ 万kzlogか(t)+ Ek(t) (29) 
l=l l=l 
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いま，動学消費関数は生涯消費を分析対象とされており，生涯消費が生涯所得に制約されているの

で，実証分析を進めるために生涯所得を定義しなければならない。簡単化のために生涯所得は労働所

得のみによって形成されると考えることにしよう。そうなると，生涯所得は以下のように定義するこ

とができる。

W(t)=~( て=o l+r) y(t+r) (30) 

生涯所得の定義式を式(29)に代入すると，次式を得ることができるのである。

叫＝恥十入―2~ぃ (t-4)+aふ(1 )てy(t十て）+f八logp/t)十⇔(t) (31) 
て=0 1 + Y j=l 

実証分析に利用される統計資料は基本的に『国民経済計算年報』にある「家計の採集消費支出の構

成」によるものである。推定期間は1970・J---....,1990・I年までの81期の四半期である。具体的には家計

消費の形態別の時系列データを用いて，耐久財・半耐久財・非耐久財・サービス財の支出を計測する。

形態別の消費支出の価格としては，そのデフレーターを用いることにする。家計所得は『国民経済計

算年報』の国民可処分所得とみなされる。計測においては，一人あたりの消費支出を分析対象にして

いる。価格指数 logP(t)は以下のように各消費財の支出割合Wkを通じて計算される。

n 

logP(t)=~wklog加(t)
k=l 

生涯所得に関しては，所得の静学的期待 (y(t+ r)= y(t))と一定の割引率を仮定して，式(30)によ

り，以下のように計算される。

W(t)=(1 ++)y(t) 

実証分析では，割引率を分析期間における利付電電債の四半期の平均利回り (r=O.0185)を使うこと

にする。このような準備のもとで，方程式(29)を推定して各消費財の調整過程の独立性に関する統計

検定を行ってみる。調整費用関数の係数加の検定に関しては，線形近似のことを配慮した上で， Wald

統計検定量を利用することにしよう。反復 SUREによる調整費用行列 Vの推定結果と検定統計量は

表 1にまとめてある。

調整費用関数の推定結果から，有意水準1%のもとで，各消費財の調整過程が独立であるという統計

仮説 (vu=O,iキj)は棄却されないことがわかる。以上の統計推定においては，調整費用の係数以外の

係数推定値が統計的に有意にならないものが含まれているが，ここでは，あくまでもモデルの推定を

簡単化するために，各消費財の調整過程が独立であるという仮定を受入れることにしよう。以下は各

消費財の調整過程が独立であるという仮定をふまえて，理論モデル(26)の実証分析を行うことにしよう。
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表 1: 調整費用行列の推定結果

制約なし 制約付き

Vij 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差

Vu 0.70293 0.08470 0.88088 0.05510 

V12 -0.02442 0.03864 

V13 0.07770 0.02965 

V14 -0.00029 0.04237 

耐久財 R2=0. 9862 R2=0. 9843 

V21 -0.10575 0.11751 

V22 0.90316 0.05360 0.94615 0.02862 

V23 0.07979 0.04114 

V24 -0.05714 0.05878 

半耐久財 R2=0.9648 R2=0.9628 

V31 -0.17869 0.14288 

V32 0.04221 0.06518 

Vas 0.96199 0.05002 0.92783 0.02145 

V34 0.03340 0.07148 

非耐久財 R2=0.9849 R2=0.9843 

V41 -0.09391 0.17716 

V42 -0.04135 0.08081 

V43 0.10419 0.06202 

V44 0.54178 0.08863 0.60289 0.06801 

サービス R2=0. 9955 R2=0.9953 

Wald検定統計量が(12)= 22. 5933 P値=0.0314

実証分析の際，式(26)から次式を導出することができる。

eit)=入―2い (t-4)+(1-,1―2Vk)[ぶ＊十(l-112vk)疇 (1-む）一2log(l+ r)~ 叫 W(t)
l=l 

+(1-八 ）(1-叫 (1-恥）―苔叫ogか(t)W(t)+(l 一入―2Vk)ふ W(t)log(~賃）＋叩） (32) 

支出関数に関する制約条件を利用すれば，推定式が以下のようになる。

叩）＝入―2い (t-4)+心*(1-入―2vk)W(t)+(l ―入―2vk)(l—恥）(1-恥）一1

噂叫ogか(t)W(t)+(l-11―2Vk)ふW(t)log(某闘）+cit) (33) 

以上の推定式を用いて動学モデルのパラメーターを計測してみる。推定においては，支出関数におけ

る加の対称性条件を生かすことにする。反復 SUREによる推定結果は表2のとおりである。
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/ll 
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ア14
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耐久財
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ア21

ア22
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Y24 

/32 

半耐久財

V3 

a3 ＊＊ 

Y3I 

y32 

y33 

ア34

/33 

非耐久財

V4 

(.f4 ＊＊ 

Y41 

'(42 

Y43 

Y44 

/34 

サービス
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表 2: 推定結果

対称性条件なし 対称性条件あり

推定値 推定誤差 推定値 推定誤差

0.90408 0.06606 0.95350 0.01406 

0.01662 0.01185 0.02019 0.01336 

0.00094 0.00462 0.03661 0.09065 

-0.00022 0.00105 -0.00978 0.02244 

〇.00032 0.00166 0.01242 0.02991 

-0.00074 0.00380 -0.02730 0.06845 

0.00015 0.00012 0.00011 0.00010 

R2=0. 9824 R2=0.9810 

1.04544 0.04565 1.05702 0.04246 

0.00157 2.47527 0.05894 0.20986 

-0.03196 0.49783 

0.17130 2.13034 0.04621 0.14457 

0.05603 0.82219 0.00449 0.02461 

-0 .14467 1. 83061 -0.02409 0.07431 

-0.00005 0.00080 -0.00013 0.00022 

R2=0.8912 R2=0.9267 

0.99484 0.02491 1.02771 0.02682 

0.05914 0.08459 -0.18139 0.41216 

-0.00713 0.01969 

-0.00726 0.02936 

-0.01713 0.02971 0.02522 0.05675 

0.01578 0.02288 -0.06049 0.10837 

0.00014 0.00035 -0.00026 0.00016 

R2=0.9766 R2=0.9771 

1. 01103 0. 30325 0.96768 0.01878 

0.08281 2.28831 0.06081 0.04064 

0.00549 0.40997 

0.00264 0.60056 

0.01036 0.53584 

-0.00911 0.47684 0.04939 0.09892 

0.00309 0.00587 0.00020 0.00026 

R2=0. 9231 R2=0. 9928 

Wald検定統計量が(6)=0.6707 P値=0.9951

以上の推定結果をみると，各推定式のあてはまりが悪くないものの，推定された係数には統計的に

有意ではないものが少なくないようである。これは動学モデルの特定化と密接な関係があると思われ

る。上記の推定結果に関しては，消費理論の諸仮定の統計的検定を行うのが可能である。ここでは，

需要構造の変化を検証するために，各消費財の価格弾力性と所得弾力性を計測して，動学モデルの善

しあしを判断してみよう。そのために，価格弾力性と所得弾力性の計測式を導出する。いま，各消費

財の最適支出関数は以下である。
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加(t)ct(t)={a叶区アkzlOgか(t)+出[logW(t)-IogP(t)]} W(t) (34) 
l=l 

上式を価格に関して微分すると，自己価格弾力性の計測式は以下のように得られる。

w 
叫 =(ykk-ふWk) -1 

加ct

同様に，生涯所得に関して微分すると，所得弾力性の計測式は以下のように得られる。

Sk= /3k 
w 

Pk<:t 
+1 

補償された価格弾力性は財の支出割合を叫通じて次式によって与えられる。

(35) 

(36) 

Skk=沿 +sk叫 (37)

以上導出された弾力性の計測式にしたがい，標本期間における平均的弾力性が計測されると，結果は

表3のとおりである。

表 3: 弾力性の計測結果

自己弾力性 補償された弾力性 所得弾力性

耐久財 145.6563 145.6798 1.4337 

半耐久財 81.2479 81.2794 0.7637 

非耐久財 16.0096 16.0980 0.8280 

サービス 20.7843 20.9498 1.0891 

以上の弾力性の推定結果をみると，価格の弾力性については，符号条件が満たされないことばかり

ではなく，弾力性の数値そのものが大きすぎることがわかる。所得の弾力性に関しては，符号条件が

満たされており，耐久財とサービスの所得弾力性が1より大きく，通常の仮説と合致するのである。計

測された弾力性からいえば，本論文で提示された動学モデルが日本の経済にうまく適用されていない

のではないかと思われる。ただし，実証分析では，統計データの利用が多少再検討される余地があり，

生涯所得の計測がそれほど厳密ではないことを考えてみると，動学モデルの有効性そのものについて

ば慎重に取扱わなければならない。

4 むすび

本論文では，動学的消費財モデルを用いて日本経済の消費行動の変化を計量的に分析してみた。動

学モデルの複雑さのゆえに，統計データの処理がむずかしくなり，必ずしも思わしい結果が得られる

とはいえない。これから『国民経済計算年報』の家計消費の目的別の統計データを用いて，動学モデ

ルの実証分析の結果を改善することが考えられる。また，残された課題としては，実証分析で簡単に

利用できる消費需要の動学モデルの構築があげられる。これらのことは今後の研究課題としよう。
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